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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被吐出媒体に、インクを高粘度化する反応液とインクを付与し、インク像を形成するイ
ンク像形成ユニットと、
　前記インク像との接触により該インク像から液体成分の少なくとも一部を吸収する多孔
質体を有する液吸収部材と、
を有するインクジェット記録装置であって、
　前記多孔質体が、
　　前記インク像と接触する第一の面と、該第一の面の裏面である第二の面を有する第一
の層と、
　　該第一の層の第二の面に接触する第二の層と、
を有し、
　前記第一の層の厚みが、前記第二の層の平均孔径の０．０８倍以上である
ことを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項２】
　前記第一の層の平均孔径が０．６μｍ以下であることを特徴とする請求項１に記載のイ
ンクジェット記録装置。
【請求項３】
　前記第一の層の第一の面の算術平均粗さＲａが２．０μｍ以下であることを特徴とする
請求項１または２に記載のインクジェット記録装置。
【請求項４】
　前記第二の層に含まれる繊維の平均繊維径が３μｍ以上２０μｍ以下であることを特徴
とする請求項１乃至３の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項５】
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　前記多孔質体のガーレー値が１０秒以下であることを特徴とする請求項１乃至４の何れ
か１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項６】
　前記第一の層の厚さが４０μｍ以下であることを特徴とする請求項１乃至５の何れか１
項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項７】
　前記第二の層が芯鞘構造を有する繊維を含むことを特徴とする請求項１乃至６の何れか
１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項８】
　前記多孔質体が前記第一の層及び前記第二の層を支持する支持層を有することを特徴と
する請求項１乃至７の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項９】
　前記支持層が、芯鞘構造を有する繊維を含むことを特徴とする請求項８に記載のインク
ジェット記録装置。
【請求項１０】
　前記第一の層の厚みが、前記第二の層の平均孔径の０．０８倍以上２倍以下であること
を特徴とする請求項１乃至９の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１１】
　前記第二の層の平均孔径が、１０μｍ以上８０μｍ以下であることを特徴とする請求項
１乃至１０の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１２】
　前記第一の層が、水に対する接触角が９０°以上の撥水性の材料を含むことを特徴とす
る請求項１乃至１１の何れか１項に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１３】
　前記インク像形成ユニットは、
　　前記被吐出媒体に、前記反応液を付与する反応液付与装置と、
　　前記被吐出媒体に、前記インクを付与するインク付与装置と、
を有することを特徴とする請求項１乃至１２の何れか１項に記載のインクジェット記録装
置。
【請求項１４】
　前記被吐出媒体は、前記インク像を一時的に保持する転写体であって、
　前記多孔質体と接触した後のインク像を、最終画像が形成される記録媒体上に転写する
押圧部材を備えた転写ユニットを有することを特徴とする請求項１乃至１３の何れか１項
に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１５】
　前記被吐出媒体は最終画像が形成される記録媒体である請求項１乃至１３の何れか１項
に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１６】
　被吐出媒体に、インクを高粘度化する反応液とインクを付与し、インク像を形成するイ
ンク像形成工程と、
　前記インク像に、該インク像に含まれる液体成分の少なくとも一部を吸収する多孔質体
を接触させる液吸収工程と、
を有するインクジェット記録方法であって、
　前記多孔質体が、
　　前記インク像と接触する第一の面と該第一の面の裏面である第二の面を有する第一の
層と、
　　該第一の層の第二の面に接触する第二の層と、
を有し、
　前記第一の層の厚みが、前記第二の層の平均孔径の０．０８倍以上である
ことを特徴とするインクジェット記録方法。



(3) JP 2019-14099 A5 2020.8.20

【請求項１７】
　前記第一の層の厚みが、前記第二の層の平均孔径の０．０８倍以上２倍以下であること
を特徴とする請求項１６に記載のインクジェット記録方法。
【請求項１８】
　前記第二の層の平均孔径が、１０μｍ以上８０μｍ以下であることを特徴とする請求項
１６または１７に記載のインクジェット記録方法。
【請求項１９】
　前記第一の層が、水に対する接触角が９０°以上の撥水性の材料を含むことを特徴とす
る請求項１６乃至１８の何れか１項に記載のインクジェット記録方法。
【請求項２０】
　前記被吐出媒体は、前記インク像を一時的に保持する転写体であって、
　前記多孔質体と接触した後のインク像を、最終画像が形成される記録媒体上に転写する
工程を有することを特徴とする請求項１６乃至１９の何れか１項に記載のインクジェット
記録方法。
【請求項２１】
　前記被吐出媒体は最終画像が形成される記録媒体である請求項１６乃至１９の何れか１
項に記載のインクジェット記録方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　多孔質体を有する液吸収部材によるインク像からの液体成分の除去は、多孔質体をイン
ク像に直接接触させることにより行われる。しかしながら、本発明者らの検討によれば、
多孔質体による液除去前の液体成分を含むインク像が、多孔質体の接触の影響を受けて液
除去後のインク像の風合いに変化を生じる場合があった。
　したがって、本発明の目的は、画像の風合いの変化を抑制できるインクジェット記録装
置及びインクジェット記録方法を提供することにある。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　被吐出媒体上に形成したインク像から液体成分を除去するための多孔質体としては、複
数層構成の多孔質体を用いることができる。複数層構成の多孔質体は、インク像からの液
体成分の吸収効率の更なる向上、液体成分の吸収のための容量の増加、あるいは多孔質体
の強度の向上等の観点から好ましい形態である。
　しかしながら、本発明者らの検討によれば、インクを高粘度化する反応液とインクによ
り形成された画像からの複数層構成の多孔質体を用いた液体成分の除去において、先に述
べた画像の風合いに変化が生じる場合が認められた。この画像の風合いが変化する要因に
ついて更に検討した結果、複数層構成の多孔質体が画像と接触してから離れるまでの間に
インク像に対する応力ムラが生じ、これが画像の風合いが変化する要因となっていると推
定された。
　そこで、複数層構成の多孔質体を用いる場合における好ましい層構成について更に検討
した。その結果、第一の層の厚さと第二の層の孔径との関係を調整することで、画像の風
合いの変化を効果的に制御できるとの新たな知見を得た。本発明は、かかる知見に基づい
てなされたものである。なお、特許文献１～３のいずれにも、かかる画像の風合いの変化
という技術課題及びそれを解決するための多孔質体の構成についての記載や示唆は見られ
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ない。
　本発明にかかるインクジェット記録装置は、被吐出媒体に、インクを高粘度化する反応
液とインクを付与し、インク像を形成するインク像形成ユニットと、インク像との接触に
よりインク像から液体成分の少なくとも一部を吸収する多孔質体を有する液吸収部材と、
を有する。
　液吸収部材が有する多孔質体は、第一の層と第二の層の少なくとも２層を含む複数層構
成を有する。第一の層と第二の層はこれらが直接接触する界面を介して積層されている。
第一の層はインク像と接触する第一の面と、第一の層の裏面である第二の面を有し、第二
の面が第二の層との接触面である。
　第一の層の厚みは第二の層の平均孔径の０．０８倍以上である。
　また、本発明にかかるインクジェット記録方法は、以下の工程を有する。
（１）被吐出媒体に、インクを高粘度化する反応液とインクを付与し、インク像を形成す
るインク像形成工程。
（２）インク像に、インク像に含まれる液体成分を吸収する多孔質体を接触させる液吸収
工程。
　本発明にかかるインクジェット記録方法では、液吸収部材の多孔質体として、先にイン
クジェット記録装置において説明した多孔質体が用いられる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
＜インク付与装置＞
　本実施形態のインクジェット記録装置は、被吐出媒体にインクを付与するインク付与装
置を有する。被吐出媒体上では反応液とインクとが混合され、反応液とインクとによって
インク像が形成され、さらに、液吸収装置にてインク像から液体成分が吸収される。
　インクを付与するインク付与装置は、インクを吐出するインクジェットヘッドを有する
。インクジェットヘッドとしては、例えば電気－熱変換体によりインクに膜沸騰を生じさ
せ気泡を形成することでインクを吐出する形態、電気－機械変換体によってインクを吐出
する形態、静電気を利用してインクを吐出する形態等が挙げられる。本実施形態では、公
知のインクジェットヘッドを用いることができる。中でも特に高速で高密度の印刷の観点
からは電気－熱変換体を利用したものが好適に用いられる。描画は画像信号を受け、各位
置に必要なインク量を付与することにより行われる。
　インク付与量は画像データの濃度値やインク厚み等で表現することができるが、本実施
形態では各インクドットの質量に付与個数を掛け、印字面積で割った平均値をインク付与
量（ｇ／ｍ2）とした。尚、画像領域における最大インク付与量とは、インク中の液体分
を除去する観点より、被吐出媒体の情報として用いられる領域内において、少なくとも５
ｍｍ2以上の面積において付与されているインク付与量を示す。
　また、インク付与装置は、色材を含有しない、あるいは含有したとしてもその割合が非
常に低く、実質的に透明なクリアインクを吐出するインクジェットヘッドを含んでいても
よい。そしてこのクリアインクを反応液、カラーインクとともにインク像を形成するため
に利用することができる。例えば、画像の光沢性を向上させるためにこのクリアインクを
用いることができる。転写後の画像が光沢感を醸すように、配合する樹脂成分を適宜調整
し、さらには、クリアインクの吐出位置を制御するとよい。このクリアインクは、最終記
録物ではカラーインクよりも表層側にある方が望ましいので、転写体型の記録装置では、
カラーインクよりも先に転写体上に付与するようにする。そのためにインク付与装置と対
面する転写体の移動方向において、クリアインク用のインクジェットヘッドをカラーイン
ク用のインクジェットヘッドより上流側に配置することができる。
　また、光沢用とは別に、転写体から記録媒体への画像の転写性を向上させるためにクリ
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アインクを利用することができる。例えば、カラーインクよりも粘着性を発現する成分を
多く含ませ、これをカラーインクに付与することで転写体上に付与する転写性向上液とし
てクリアインクを利用することができる。例えば、インク付与装置と対面する転写体の移
動方向において、転写性向上用のクリアインクのためのインクジェットヘッドをカラーイ
ンク用のインクジェットヘッドより下流側に配置しておく。そしてカラーインクを転写体
に付与した後、カラーインク付与後の転写体上にクリアインクを付与することで、インク
像の最表面にはクリアインクが存在することになる。転写部での記録媒体へのインク像の
転写において、インク像の表面のクリアインクはある程度の粘着力で記録媒体に粘着し、
これによって、液除去後のインク像が記録媒体へ移動しやすくなる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　＜液吸収部材＞
　本実施形態では、液除去前のインク像から液体成分の少なくとも一部を、多孔質体を有
する液吸収部材と接触させて吸収することで除去し、インク像中の液体成分の含有量を減
少させる。液吸収部材の有する多孔質体は、少なくとも第一の層と第二の層を有する。第
一の層は、インク像との接触面を有する第一の面と、第二の層と接触する第二の面（裏面
）を有する。このような多孔質体を有する液吸収部材は、被吐出媒体の移動に連動して移
動し、液除去前のインク像と接触した後、所定の周期で別の液除去前のインク像に再接触
可能な繰り返し使用により液吸収が可能な形状を有するものが好ましい。このような繰り
返し使用可能な形態として、例えば、無端ベルト状やドラム状などの形態が挙げられる。
　（多孔質体）
　本発明者等は、多孔質体の有する第一の層の厚みが第二の層の平均孔径の０．０８倍以
上である、すなわち、以下の式１を満たすことが必要であることを見出した。
式１：Ｔ１≧（Ｐ２ave×０．０８）
（式１中、Ｔ１は第一の層の厚みであり、Ｐ２aveは第二の層の平均孔径である。）
　多孔質体が上記の要件を満たすことにより、画像の風合いの変化を抑制できるメカニズ
ムの詳細は判明していないが、例えば以下のメカニズムが推測される。
　反応液によりインク中の色材、及びその他の固形分が凝集すること等により、見掛け上
の粘度が大きくなることで、インク像に多孔質体が接触した場合のインク像の形状変化の
度合いが抑制される。ここで、画像の風合いを損なわないようにインク像の形状変化をさ
らに抑制するためには、色材等の凝集物を含むインク像が崩れない程度に多孔質体を接触
させることが求められる。このとき、多孔質体がインク像の表面に与える応力ムラは小さ
いほど好ましいと考えられる。
　応力ムラが大きい場合に画像の風合いの変化が発生する理由を、図面を参照して説明す
る。図１（Ａ）～（Ｃ）は、被吐出媒体である転写体上に形成されたインク像への多孔質
体の第二の層に含まれる繊維による影響を模式的に示す部分断面図である。図１において
、（Ａ）は、多孔質体がインク像（液除去前のインク像）に接触する前の状態、（Ｂ）は
、多孔質体がインク像に接触した時の状態、（Ｃ）は、多孔質体がインク像（液除去後の
インク像）から離間した時の状態を示している。図示するように、転写体１０１上の液除
去前のインク像１０に対し第一の層１１０と第二の層１１１を有する多孔質体が接触する
際に、応力ムラの起因となっている第二の層の繊維１１１ａの形状がそのままインク像に
転写される場合がある。このような繊維形状の転写が生じると、液除去前のインク像上に
おいて表面凹凸が発生し、その表面凹凸が視認される、もしくは表面の光沢性が変化する
ことで、画像の風合いが変化する。また、本発明者らの検討によると、この液除去後のイ
ンク像の表面に形成された凹凸は、転写後における画像の表面にも同様の影響を及ぼすこ
とがわかった。すなわち、インク像の風合いの変化は転写後にも維持されてしまう。この
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液除去前のインク像から液除去後のインク像を形成する際に発生する表面凹凸は、被吐出
媒体として記録媒体を用いる場合にも同様に発生し得る。
　本発明では、少なくとも上述した式１の要件を満たすことにより、第一の層の変形が小
さく、インク像に対する応力ムラが小さい構成となるため、画像の風合いの変化を抑制で
きると推測される。
　また、第一の層の厚みは第二の層の平均孔径の２倍以下であることが好ましい。第一の
層の厚みを一定以下とすることで、流抵抗の増加を抑制し、液吸収性能への影響を小さく
することが可能となる。
　多孔質体の、インク像と接触する表面層としての第一の層の厚みは、ＣＴスキャン等や
、イオンミリング等で断面を形成した後にＳＥＭ観察することで測長し、任意の１０点を
測定した厚みの平均値を算出することで求めることができる。
　多孔質体の第一の層の平均孔径は５．０μｍ以下であることが好ましく、３．０μｍ以
下であることがより好ましく、０．６μｍ以下であることがさらに好ましい。平均孔径が
５．０μｍ以下であることにより、第一の層の有する孔の形状に起因する液除去前のイン
ク像に対する応力ムラが抑制され、画像の風合いの変化の抑制効果を更に向上させること
ができる。第一の層の平均孔径の下限は特に限定されないが、第一の層の平均孔径は、例
えば０．０２μｍ以上であることが好ましい。尚、本発明において「平均孔径」は、水銀
圧入法や窒素吸着法等により計測及び算出することができる平均直径である。本実施形態
においては他の層と積層された場合においても、第一の層の孔径が他の層よりも小さいこ
とから積層形態でも第一の層の孔径（平均孔径）の測定が可能である。測定器としては、
例えばカンタクローム・インスツルメンツジャパン株式会社のＰＯＲＯＭＥＴＥＲ　３Ｇ
（商品名）等が挙げられる。
　多孔質体の表面（第一の層の第一の面）の算術平均粗さＲａは２．０μｍ以下であるこ
とが好ましく、１．０μｍ以下であることがより好ましく、０．４μｍ以下であることが
さらに好ましい。Ｒａが２．０μｍ以下であることにより、多孔質体が液除去前のインク
像に接触する際に、応力ムラがより少なくなり、インク像からの多孔質体への色材付着量
を低減できる。Ｒａの下限は特に限定されないが、Ｒａは、例えば０．２μｍ以上とする
ことができる。なお、この算術平均粗さＲａはＪＩＳ　Ｂ　０６０１：２００１に基づい
て規定されたものである。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３０】
＜支持部材＞
　転写体１０１は、支持部材１０２上に支持されている。転写体の支持方法として、各種
接着剤や両面テープを用いてもよい。または、転写体に金属、セラミック、樹脂等を材質
とした設置用部材を取り付けることで、設置用部材を用いて転写体を支持部材１０２上に
支持してもよい。
　支持部材１０２は、その搬送精度や耐久性の観点からある程度の構造強度が求められる
。支持部材の材質には金属、セラミック、樹脂等が好ましく用いられる。中でも特に、転
写時の加圧に耐え得る剛性や寸法精度のほか、動作時のイナーシャを軽減して制御の応答
性を向上するために、アルミニウム、鉄、ステンレス、アセタール樹脂、エポキシ樹脂、
ポリイミド、ポリエチレン、ポリエチレンテレフタレート、ナイロン、ポリウレタン、シ
リカセラミクス、アルミナセラミクスが好ましく用いられる。またこれらを組み合わせて
用いるのも好ましい。
＜反応液付与装置＞
　本実施形態のインクジェット記録装置は、転写体１０１に反応液を付与する反応液付与
装置１０３を有する。
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　反応液はインクと接触することによって、転写体上でのインク及び／又はインク組成物
の一部の流動性を低下せしめて、インクによる画像形成時のブリーディングや、ビーディ
ングを抑制することができる。具体的には、反応液に含まれる反応剤（インク高粘度化成
分とも称する）が、インクを構成している組成物の一部である色材や樹脂等と接触するこ
とによって化学的に反応し、あるいは物理的に吸着する。これによって、インク全体の粘
度の上昇や、色材などインクを構成する成分の一部が凝集することによる局所的な粘度の
上昇を生じさせ、インク及び／又はインク組成物の一部の流動性を低下させることができ
る。
　図３の反応液付与装置１０３は、反応液を収容する反応液収容部１０３ａと、反応液収
容部１０３ａにある反応液を転写体１０１上に付与する反応液付与部材１０３ｂ、１０３
ｃを有するグラビアオフセットローラの場合を示している。
＜インク付与装置＞
　本実施形態のインクジェット記録装置は、転写体１０１にインクを付与するインク付与
装置１０４を有する。転写体１０１上では反応液とインクとが混合され、反応液とインク
とによってインク像が形成され、さらに、液吸収装置１０５にてインク像から液体成分が
吸収される。
　本実施形態ではインクジェットヘッドはＹ方向に延設されたフルラインヘッドであり、
使用可能な最大サイズの記録媒体の画像記録領域の幅分をカバーする範囲にノズルが配列
されている。インクジェットヘッドはその下面（転写体１０１側）にノズルが開口したイ
ンク吐出面を有しており、インク吐出面は微小な隙間（数ミリ程度）を空けて転写体１０
１の表面と対向している。
　インク付与装置１０４は、被吐出媒体上に各色のカラーインクを付与するために、イン
クジェットヘッドを複数有していてもよい。例えば、イエローインク、マゼンタインク、
シアンインク、ブラックインクを用いてそれぞれの色画像を形成する場合、インク付与装
置は上記４種類のインクを被吐出媒体上にそれぞれ吐出する４つのインクジェットヘッド
を有することになり、これらはＸ方向に並ぶように配置される。
　また、インク付与装置は、先に説明したクリアインクを吐出するインクジェットヘッド
を含んでいてもよい。本実施形態にかかる転写体型の記録装置では、カラーインクよりも
先に転写体１０１上に付与するようにする。そのためにインク付与装置１０４と対面する
転写体１０１の移動方向において、クリアインク用のインクジェットヘッドをカラーイン
ク用のインクジェットヘッドより上流側に配置することができる。
　また、光沢用とは別に、転写体１０１から記録媒体への画像の転写性を向上させるため
にクリアインクを利用することができる。例えば、インク付与装置１０４と対面する転写
体１０１の移動方向において、転写性向上用のクリアインクのためのインクジェットヘッ
ドをカラーインク用のインクジェットヘッドより上流側に配置しておく。そしてカラーイ
ンクを転写体１０１に付与した後、カラーインク付与後の転写体上にクリアインクを付与
することで、インク像の最表面にはクリアインクが存在することになる。転写部での記録
媒体へのインク像の転写において、インク像の表面のクリアインクはある程度の粘着力で
記録媒体１０８に粘着し、これによって、液除去後のインク像が記録媒体１０８へ移動し
やすくなる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３４】
　＜記録媒体および記録媒体搬送装置＞
　本実施形態において、記録媒体１０８は特に限定されず、公知の記録媒体をいずれも用
いることができる。記録媒体としては、ロール状に巻回された長尺物、あるいは所定の寸
法に裁断された枚葉のものが挙げられる。材質としては、紙、プラスチックフィルム、木
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板、段ボール、金属フィルムなどが挙げられる。
　また、図３及び図４において、記録媒体１０８を搬送するための記録媒体搬送装置１０
７は、記録媒体繰り出しローラ１０７ａおよび記録媒体巻き取りローラ１０７ｂによって
構成されているが、記録媒体を搬送できればよく、特にこの構成に限定されるものではな
い。
　＜制御システム＞
　本実施形態における転写型インクジェット記録装置は、各装置を制御する制御システム
を有する。図６は、図３及び図４に示す転写型インクジェット記録装置における、装置全
体の制御システムを示すブロック図である。
　図６において、３０１は外部プリントサーバー等の記録データ生成部、３０２は操作パ
ネル等の操作制御部、３０３は記録プロセスを実施するためのプリンタ制御部、３０４は
記録媒体を搬送するための記録媒体搬送制御部、３０５は印刷するためのインクジェット
デバイスである。
　図７は、図３及び図４の転写型インクジェット記録装置におけるプリンタ制御部のブロ
ック図である。
　４０１はプリンタ全体を制御するＣＰＵ、４０２はＣＰＵ４０１の制御プログラムを格
納するためのＲＯＭ、４０３はプログラムを実行するためのＲＡＭである。４０４はネッ
トワークコントローラ、シリアルＩＦコントローラ、ヘッドデータ生成用コントローラ、
モーターコントローラ等を内蔵した特定用途向けの集積回路（Application Specific Int
egrated Circuit:ＡＳＩＣ）である。４０５は液吸収部材搬送モータ４０６を駆動するた
めの液吸収部材搬送制御部であり、ＡＳＩＣ４０４からシリアルＩＦを介して、コマンド
制御される。４０７は転写体駆動モータ４０８を駆動するための転写体駆動制御部であり
、同様にＡＳＩＣ４０４からシリアルＩＦを介してコマンド制御される。４０９はヘッド
制御部であり、インクジェットデバイス３０５の最終吐出データ生成、駆動電圧生成等を
行う。
　（直接描画型のインクジェット記録装置）
　本実施形態における別の実施形態として、直接描画型インクジェット記録装置が挙げら
れる。直接描画型インクジェット記録装置において、被吐出媒体は最終画像が形成される
記録媒体である。
　図５は、本実施形態における直接描画型インクジェット記録装置２００の概略構成の一
例を示す模式図である。直接描画型インクジェット記録装置は、前述した転写型インクジ
ェット記録装置と比較し、転写体１０１、支持部材１０２、転写体クリーニング部材１０
９を有さず、記録媒体２０８上で画像を形成する点以外は、転写型インクジェット記録装
置と同様の手段を有する。
　したがって、記録媒体２０８に反応液を付与する、反応液収容部２０３ａ、反応液付与
部材２０３ｂ、２０３ｃを有する反応液付与装置２０３、記録媒体２０８にインクを付与
するインク付与装置２０４は、転写型インクジェット記録装置と同様の構成を有しており
、説明を省略する。記録媒体２０８上のインク像に接触する液吸収部材２０５ａにより、
インク像に含まれる液体成分を吸収する液吸収装置２０５についても同様に説明を省略す
る。
　なお、本実施形態の直接描画型インクジェット記録装置において、液吸収装置２０５は
液吸収部材２０５ａ、および、液吸収部材２０５ａを記録媒体２０８上のインク像に押し
当てる液吸収用の押圧部材２０５ｂを有する。また、液吸収部材２０５ａおよび押圧部材
２０５ｂの形状については特に制限がなく、転写型インクジェット記録装置で使用可能な
液吸収部材および押圧部材と同様の形状のものを用いることができる。また、液吸収装置
２０５は、液吸収部材を張架する張架部材を有していてもよい。図５において、２０５ｃ
、２０５ｄ、２０５ｅ、２０５ｆ、２０５ｇは張架部材としての張架ローラである。張架
ローラの数は図５の５個に限定されるものではなく、装置設計に応じて必要数を配置すれ
ば良い。また、インク付与装置２０４によって記録媒体２０８にインクを付与するインク
付与部、および、液吸収部材２０５ａを記録媒体上のインク像に接触し、液体成分を除去
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する液体成分除去部には、記録媒体を下方から支持する不図示の記録媒体支持部材が設け
られていてもよい。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　＜記録媒体搬送装置＞
　本実施形態の直接描画型インクジェット記録装置において、記録媒体搬送装置２０７は
特に限定されず、公知の直接描画型インクジェット記録装置における搬送手段を用いるこ
とができる。例として、図５に示すように、記録媒体繰り出しローラ２０７ａ、記録媒体
巻き取りローラ２０７ｂ、記録媒体搬送ローラ２０７ｃ、２０７ｄ、２０７ｅ、２０７ｆ
を有する記録媒体搬送装置が挙げられる。
　＜制御システム＞
　本実施形態における直接描画型インクジェット記録装置は、各装置を制御する制御シス
テムを有する。図５に示す直接描画型インクジェット記録装置における、装置全体の制御
システムを示すブロック図は、図３及び図４に示す転写型インクジェット記録装置と同様
に、図６に示す通りである。
　図８は、図５の直接描画型インクジェット記録装置におけるプリンタ制御部のブロック
図である。転写体駆動制御部４０７及び転写体駆動モータ４０８を有さない以外は図７に
おける転写型インクジェット記録装置におけるプリンタ制御部のブロック図と同等である
。
　すなわち、５０１はプリンタ全体を制御するＣＰＵ、５０２は前記ＣＰＵの制御プログ
ラムを格納するためのＲＯＭ、５０３はプログラムを実行するためのＲＡＭである。５０
４はネットワークコントローラ、シリアルＩＦコントローラ、ヘッドデータ生成用コント
ローラ、モーターコントローラ等を内蔵したＡＳＩＣである。５０５は液吸収部材搬送モ
ータ５０６を駆動するための液吸収部材搬送制御部であり、ＡＳＩＣ５０４からシリアル
ＩＦを介して、コマンド制御される。５０９はヘッド制御部であり、インクジェットデバ
イス３０５の最終吐出データ生成、駆動電圧生成等を行う。
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